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時、彼はトランプ氏やプーチン氏に対してと同じように率直に、原則論として安全保障の

観点からパレスチナ領の事態を非難できるのかどうか。これは一つ、大切な疑問点です。 

マクロン氏は今後、マルチラテラルな政策を展開してフランスの国益、国際社会への貢献

を実現していくでしょう。国際社会はパリ協定のような明らかな収穫物を得ることもあり

ますが、時にネス湖のように深淵です。強国の誘惑に打ち勝つこと。そしてユニラテラル、

単一主義を拒否する姿勢が不可欠です。 

 

■報告：クリスチャン・ルケンヌ（パリ政治学院教、CERI元所長） 

 

 マクロン氏選出をヨーロッパの文脈から見てみます。 

 EU の問題はもはや外交にとどまらず、各国の政策の重要な

一部となっています。ユーロ圏・通貨政策・金融政策は共通

なので、国内経済はユーロに直結し、EU での決定は国内政策

に大きく影響する。そういった状況です。 

 マクロン氏は大統領選挙キャンペーン中から完全な EU 統

合派とされて来ました。歴代の大統領候補者で、これほど明

確に欧州支持派を表明した人はいませんでした。当選直後に

ルーブルの中庭で行ったスピーチでは、フランス国旗に並ん

で欧州旗がはためき、欧州を象徴する「第九」が奏でられました。今回の 11 名の候補者の

多くは欧州統合反対派で、特にルペン氏とメランション氏という左右両極の候補者は明確

に反ヨーロッパを掲げていました。 

 マクロン氏が今後めざすのは、ヨーロッパを危機から救うことです。欧州にはもう十年

来、経済、移民などの危機が続き、Brexit の危機も生まれました。そのような状況からヨ

ーロッパを脱出させること。積極的なスケジュールでそれを進めていくこと。さらに、そ

れを独仏の緊密な協力の下に行うことが彼のヨーロッパ政策の要です。オランド氏も 5 年

間ドイツとの関係に取り組み、特に銀行同盟の政策では明確に反対してこれを防ぎました。 

現在、マクロン氏は欧州連合財務省という、欧州から始まる名称の財務省を考えています。

また、スタッフなどにドイツを専門とする人材を採用しています。こういったことからも

彼の EU 重視がうかがい知れます。 

 さて、Brexit という大きな危機は非常に驚きをもって受け止められました。特に各国の

政府レベルでは、わずかな差ながらもキャメロン首相が勝利すると確信されていました。

しかし、2016 年 6 月に 52%の投票者が EU 離脱に票を投じたのです。今後、フランス人のミ

シェル・バルニエ交渉官が EU27 カ国を代表して英国と離脱交渉に当たります。フランスの
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政府や外務省では Brexitは歓迎されません。理由の１つ目は英仏が安全保障に関して近い

立場だったこと。EU の中で英仏のみが本格的な軍事力を持つ国だったので、フランス政府

にとって Brexit は軍事分野でのパートナーの喪失を意味します。2 つ目は貿易関係です。

英国はフランスにとって数少ない貿易黒字国でした。他のほとんどの国との貿易でフラン

スは赤字を計上しています。3 つ目に、「人の自由な移動」に基づく現実的な問題がありま

す。現在 30万人のフランス人が、あらゆるレベルの職種で就労し、英国に居住しています。

それは英国の労働市場が非常に柔軟だからですが、彼らの今後のステータスは重要な問題

になります。逆に 40万人の英国人がフランスの農村部などに持ち家を購入し、引退後の生

活を送っています。彼らはフランスの社会保障制度や充実した医療制度の恩恵を受けられ

ていました。フランスで外国人が所有する住宅の 1/3 が英国人の所有です。こうした「人

の移動の自由・居住の自由」が崩れました。今後、どうなるのでしょうか。 

 Brexit について、フランス世論の反応を見てみると、エリート層よりもそうでない層に

無関心な人が多いようです。Brexit をそれほど悪いことではないと考える、あるいは、EU

にとってむしろ喜ばしいとする人がかなりいます。ドイツの離脱を考えたら英国の方が影

響が小さいという意見もあります。フランス社会には、英国は EU建設に積極的に参加して

いない、常に横槍を入れて進展を妨げて来たというイメージがあります。実際の英国・欧

州関係はさほど単純ではなく、欧州域内市場の建設などでは英の貢献が非常に大きかった

のですが、フランスの世論には届いていません。一方、マクロン氏は先週のインタビュー

で言明しているように、英国に対して門戸を開いておく、というスタンスを取っています。 

 交渉の中では、離脱交渉と、第三国としての英と EUとの新たな関係を規定する合意交渉

とを分けて考えます。その内容はまだ不明ですが、英は単一市場からも離脱することを明

言しています。単一市場の恩恵は現在、ノルウェーやアイスランドが受けていますが、そ

の為には拠出金の負担があります。英国はそれを望んでいないということです。今後は自

由貿易交渉により、EU がカナダと結んでいるような協定を結ぶことになるでしょう。日仏

間の EPA のような協定です。これは独仏間で一致していることですが、英国が自由に選択

するア・ラ・カルト方式での交渉は有り得ません。フランス政府は、バルニエ交渉官も最

優先事項として挙げている相互主義の採用を望んでいます。特に「人の移動の自由」に関

しては非常にタフな交渉になるでしょう。それは英国の真の望みが明らかでないからなの

ですが、メイ首相が路線を決めかねているからか、あるいは、早期に自らのカードを明か

さない英国流の老獪で優れた外交術なのかもしれません。 

 独仏のパートナーシップについて、英国は何ヶ月か前に「フランスはハード、ドイツは

ソフトだ」とドイツの柔軟性を言っていますが、独仏は共同戦線を張っており、特に交渉

条件については一致しています。 
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 Brexit により得られるメリットとして、シティの機能の誘致があります。金融機関やコ

ンサルティングなどの金融サービス機関の誘致をパリを含め、大陸の各都市が希望してい

ますが、欧州中央銀行があり、金融に関するノウハウの評価が高いフランクフルトが優位

です。日本の銀行でもフランクフルトに移ったところがありますが、かなりの部分がロン

ドンに残ると思われます。一部をフランクフルトに移しても、本体はロンドンに残す。で

すから金融に関しては、Brexit のシティに関する影響はそれほど大きくなく、銀行員の 4

～5%の異動で済むと思われます。 

 Brexitには 2019年以降さまざまなスケジュールが予定されているが、そのうち最も時間

を要すると思われるのが関税同盟から離脱することになった場合の交渉です。その場合は

全ての交渉をし直すことになる。例えば WTOとは現在、EUとして交渉しており、75ほどの

同意がありますが、これを第三国として再交渉するとなると何年もかかる。また、英国が

EU と交渉して、一つの経済ブロックとして WTO に参加しようと思えば、今度はＥＵと英と

の間での交渉が必要となります。非常に複雑です。この点、私の考えでは、Brexitは EUに

とってはそれほど影響は無いが、英国にとっては影響が大きい。だからこそ、いつか EUに

戻るという可能性は排除できません。短期的には無いにしても、長期的には有り得ないこ

とではない。6月 23日の投票では、若い 18～24 歳の層は 73%が Brexitを拒否しています。

世代間の分裂が明らかにある。よって将来的に加盟が政治的課題として再提示される可能

性は否定できないのです。 

 マクロン氏は独仏関係を軸に EU建設を加速させたいと考え、メルケル氏と会合を重ねて

います。その目的の１つはユーロ圏の改革。つまり EU の 27 カ国が政治的な中核としての

ユーロ圏を認め、ユーロ圏外との 2 つのスピードで進む欧州を受け入れることです。目的

の 2 つ目はドイツを欧州の防衛に参加させること。米国はトランプ以前、オバマ大統領の

2008年から欧州の安全保障に背を向けて来ています。特にトランプ氏の NATOへの姿勢は曖

昧な発言で不明瞭です。有名な第 5 条の集団的自衛権についても曖昧な態度を取り続けて

います。ドイツは歴史的経緯から 60年来、軍事に関与しない態度を貫いてきました。今後、

パリ政府からベルリン政府へ、この問題に対する働きかけが増していくと予想されます。 

 移民、シリア難民やその他難民の危機がありました。テロ事件も欧州全域で発生してい

ます。これによってシェンゲン協定が問題視され、とりわけ域外との境界における入国コ

ントロールを強化するという考えが出て来ています。私自身、仕事でブリュッセルに行く

際に一市民として経験しましたが、フランスはパスポートチェックを行っています。 

 なお、独仏関係について、ドイツはフランスに条件を出しています。まず、マクロン氏

が国内の経済改革を実現すること。特に労働市場改革。これが 1つ目のテストです。2つ目

は財政赤字の管理です。GDP の 3%を超えないというルールについて、ドイツは従来から非
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常に厳しい態度を取って来ました。現在 2017 年は 3.2%ですから、これには柔軟な態度を取

ってくれるでしょうが、今後に関しては、フランスの財政赤字、公的債務の推移に相当な

注意をもって観察して来るでしょう。マクロン氏にとってもこれは難しいテストです。フ

ランスで公的支出を削減すれば即、社会からの反発が起こります。フランスでは富の再分

配が非常に重要視されています。この支出カットは容易なことではないでしょう。いずれ

にせよ、経済改革と財政改革を成功させなければならないのです。 

 移民・難民に関して、ドイツは 2015 年の危機を孤立して迎えたという印象を持っていま

す。6 ヶ月で 100 万人の移民を受け入れたドイツは矢面に立って対応したと感じています。

再びこのような大量の移民・難民の波が生じた時、フランスはより多くの難民を受け入れ

るのか、これは簡単な問題ではありません。フランスの内政においては、難民申請と経済

移民ははっきりと分けて考えられているからです。先週のプレスインタビューでも、マク

ロン氏はこの違いを明確にしています。マクロン氏はフランス国民に対して、2つの難民を

明らかに分けて考えられることをアピールしたのです。メルケル首相が再選され、フラン

ス政府が経済改革に成功すれば、その時には真のチャンスが生まれます。独仏関係を新た

に構築し、欧州建設に新たな勢いをもたらす真のチャンスが生まれるでしょう。 

 独仏の各政府が他国の信頼を得ることも重要です。ユーロ圏の諸国から政治的な信頼を

得ることが必要になる。ユーロ圏諸国には選挙を控えている国があります。来年 3 月のイ

タリアがそうですが、イタリアの経済規模はギリシャよりもはるかに大きく、また政治的

にもイタリアは重要な国です。そのイタリアで反ヨーロッパの連合、ペッペグリッロ氏の

「五つ星運動」や「北部同盟」が民主党のレンツィ氏に勝利すれば、状況は大きく変わっ

ていきます。その場合、独仏はイタリアの支持に頼れなくなってしまう。このように、他

国の選挙や政治的な文脈によっても状況は変わり、それは独仏の意思ではどうにもなりま

せん。 

 マクロン氏に投票した人たちなら、EU の必要性を信じ、独仏関係の強化、新たなスター

トを支持するでしょう。しかし、マクロン氏は全国民の支持を得ているとは言い難い。マ

クロン支持派は国民の半分に満たないという状況ですから、これから、彼は非常に強力な

反対にさらされるでしょう。特に欧州問題、フランスのグローバル化の問題については逆

風にさらされるにと思われます。ですから、いかにして信頼を勝ち得るか、ということが

マクロン氏の大きな課題になります。自分たちの期待が叶えられないからと政治不信にな

る有権者も出て来る。レニエ氏が「ディスィダンス」を紹介しましたが、私は「サイレン

トな反対者」と呼びたいと思います。沈黙する反対者たちの信頼を得られるかどうかが鍵

になるのではないか。突然登場したヒーローが強い意志をもって、国内からの反発もなく、

どんどん政策を進められる、という状況では全くない。他の欧州諸国はこれを理解するべ
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きだと思います。 

 

■討論者：野中尚人（学習院大学教授） 

 都民ファーストが大勝利を得て自民党が大惨敗を喫し、民主党も

ダメであった都議会議員選挙。これに既視感を覚えるのは、フラン

ス大統領選に続いて行われた議会選挙で、マクロン派大勝利と左右

の主要政党の大惨敗があったからですが、これに関して、自らを日

本版のマクロンと称した人がいる、という噂を耳にしました。結局

それは噂に過ぎなかったことが確認できたのですが、噂は恐ろしい

ということかもしれません。また、これは日仏のみならず全欧を含

めて、さまざまなことが起きていることを象徴している面もあるのかもしれません。そう

したことも加味して分析していかなくては、と思った次第です。 

 さて、フランスの選挙ですが、大統領選だけでなく、議会選においても大量の棄権者が

出ました。白票も非常に多かった。これはどういうことか、というのが１つの大問題です。

レニエ氏と少し違う角度から言うと、大量の棄権が出た割には選挙結果が非常にクリアー

であること。理由の１つは選挙制度の持つ魔力のようなものと言わざるを得ないでしょう。

第 2 回投票では、全体から見ると少ない票でも大勝利を得られることが分かります。同時

に、誰が大統領になるかということが、その後議会選挙へも、いよいよ強く反映されるよ

うになって来たようです。フランスの大統領制度は元々、大統領に大きな権限があると言

われてきましたが、2000 年の憲法改正とその後の選挙に関する組織法の改正以降、大統領

が大きな、大統領選後の流れを作るということがはっきりしてきたのではないかと思いま

す。 

 少し数字を紹介すると、マクロン氏は第 1 回投票で 23.9%の得票。有力候補が 4 人いて、

第 2位が 21%ほど、フィヨン氏とメランション氏は 20%程度で、ほとんど団子状態でした。 

第 2 回投票の直前に世論調査がありました。マクロン氏の勝利はほぼ明らかという状況の

下で、「1 か月後の議会選挙でマクロン派が多数派になることを望むか」という質問に 60%

が NO と答えていました。ところがその後 1か月の間にあれよあれよと勢いがついて、単独

過半数で下院を優に支配する数を獲得する結果となりました。これはやはり制度的な効果

の面が強いというべきでしょう。フランスでは大統領の権限を重視して行くという制度改

正の方向が、良くも悪くも表れているということでしょう。 

 大統領が強くなってきたということの裏返しとして、今回選出された下院・国民議会議

員をどう見るかはもう１つのポイントです。577 人のうち 75%、3/4 が新人議員です。これ

はさすがに前代未聞のことですが、実はその前段階のプロセスで、577 人いた議員のうち
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39%が再選出馬をしませんでした。現職議員たちには強い逆風が吹いていたことも大きな背

景ですが、兼職の禁止規定が厳しくなり、市長あるいは県議会や地域圏議会の議長などの

執行職にある者は兼職できなくなったことも大きく影響したと見られています。どちらを

取るかと迫られた時に、国民議会、国会はもういいという選択をした人が大量にいた訳で

す。このことは国民議会が政治全体の中でどういう意味を持つかに少なからぬ長期的な影

響をもたらすかもしれません。 

 また、主要政党での予備選挙の問題も明らかになりました。社会党も右派の共和党も大

統領選に向けた予備選挙をオープン・プライマリーで実施しました。これは党員だけでな

く、1～2 ユーロとサインだけで投票権を得られるオープンな形の選挙です。これも 2 回投

票制だったので、オープン・プライマリーの２回、大統領選の第 1回および第 2回投票の 2

回を経て、その次にようやく議会選挙が来る。従って、皆、疲れ果ててしまう訳です。そ

の為に投票率が落ち、選択が安易になってきていると感じました。 

 もう１つ、政党システムの問題があります。フランスの場合、伝統的に左右の対立軸に

非常に大きな意味が置かれてきました。社会党系勢力と中道から右派の政党が政権交代を

しながらやってきたのですが、今回はどうも左右の軸の話ではなくなって来ている。代わ

って、マクロン氏に代表される、排除や閉鎖を退けてオープンさを追求する社会のヴィジ

ョンと、クローズドな社会のヴィジョンという対立軸が前面に出て来ている。 

 さらに、有権者が自分たちの代表を選挙で選ぶことと、政党の役割との間も大きく変化

し始めているようです。もともと、有権者は選挙を通じて自分たちの代表を選ぶのですが、

元来は、このことと政党との間には関係はありません。しかし実態としては、世界中のど

こでも政党は不可欠な状態で、言うなれば、有権者による代表選出は政党を通じて行われ

ている。そしてこの構造は、特にフランスでは堅固にできていた。その構造が瀕死の状態

になっているかもしれない、ということです。 

 具体的な例として、社会党の例を挙げてみましょう。 

 伝統的に社会党は、地域的には北部、社会階層的には労働者の支持を基盤としていまし

た。しかし、今回は、それらがほとんど失われてしまいました。労働者については、今や

国民戦線の支持がトップで、大統領選第 1回投票直前の調査によれば 46%です。また、オー

プン・プライマリーの影響で党組織、党機関の意味がほとんどなくなってしまったことも

重大な変化と言えます。メディアで露出する、本を出版する、そういったことで有権者の

認知を得さえすれば、党内の動きも後からついてこざるを得ない、という発想です。この

手法を徹底することによってオープン型のプライマリーで勝つことをめざす、という訳で

す。今回は、全ての有力候補がこうした手法をとりましたが、それは結局従来の社会党の

あり方を全面的に破壊するような効果をもたらしたのです。 
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 もう一つ、「第三の道」という考え方のもたらした問題があります。例えば、トニー・ブ

レア氏の例が有名ですが、労働市場改革をやりながら、やや中道寄りの左派政策を打って

いく。これが一時期成功しました。しかし、この「第三の道」の政策をグローバル化が進

む中進めた結果、社会党の中はどうも四分五裂な状態になってしまった。 

ある人は社会党を三分裂化と見ています。まず、メランション氏に代表される左派。ブノ

ワ・アモン氏やモントブール氏もここに含まれるでしょう。2つ目はヴァルス元首相や、結

局社会党を離れたマクロン氏のような中道左派か中道かという方向に舵を切っていくグル

ープ。3つ目はオールド・パーティ、要は残りということなのですが、この三分類に私もだ

いたい同意しています。 

 結局社会党は、世界的な、ないしはヨーロッパ大のさまざまな環境変化に処方箋を見い

出せていません。オランド大統領の 5 年間は途中から中道寄りに舵を切っていろいろやっ

てみましたが、党内に分裂を作り出しただけでした。 

ところで、マクロン新大統領の評価に関して、私は、彼は小池知事とは全く違うと思い

ます。マクロン氏はリーダーとしてヴィジョンを掲げて提案する。実現性は別にして、か

なり大胆にやっている。 

 つい数日前、上下両院の全議員をヴェルサイユに集めて合同会議を開き、上下両院の定

数をそれぞれ 1/3 ずつ削減する、と提案しました。また、立法のプロセスの大幅変更を始

め、いくつかの重要な統治制度改革の提案をし、もし議員側が憲法改正につながるような

承認手続きに反対するならば、大統領の権限で国民投票にかけてでも実施すると言ってい

ます。 

 次元が違いますが、都知事には都議会の改革で見習って欲しいと個人的には思いました。

今、フランスではいろいろな動きがあって、日本とはある種状況が異なるし、流れの様子

も違います。しかし、いろいろな意味で我々がフランスの今の動きや今後の対応の中から

学べるものが多くあるように思います。 
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■討論者：国末憲人（朝日新聞グローブ編集長） 

 新聞記者としての取材の体験を話します。 

 今回の大統領選に当たって、3 回現地取材をしました。最初は 2

月の初めで、ルペン氏とマクロン氏の集会を見たり、少し地方を回

りました。2回目は第 1回投票の 4月 23 日前後。3回目は決選投票

前の 4 月 30 日頃から 1 週間ほどの滞在で、5 月 1 日のメーデーは

フランスでは休日ですが、大統領選の年は決選投票に進出した 2名

の候補がパリ周辺で大きな集会を開くのが恒例です。 

 ルペン氏、マクロン氏両方の集会に行きました。ルペン氏はシャ

ルル・ドゴール空港近くのヴィルパントの集会場で、マクロン氏は市内の端にあるポルト・

ド・ラ・ヴィレットでの開催でした。何より印象に残ったのは集まった人々の違いでした。 

ルペン氏の場合は、世代的にはさまざまだが、皆、表情が暗い。で、真剣に見ている。ル

ペン氏もかなり真剣にしゃべっている。会場全体が暗い雰囲気で、真面目と言えば真面目

だが、ちょっと怖いような感じでもある。 

 一方のマクロン氏は音楽をガンガン流して、みんな原色のＴシャツを着て、歌ったり踊

ったりしている。非常に明るい。集まった人は若者が多い。若者のインテリが多く、しか

も出身が多様で、例えば移民系の人も結構入っている。アラブ系、黒人もいる。 

ということで随分、違っていた。この集まった人たちだけを見ても相当な亀裂がある。社

会の 2つの状況を象徴しているのではないかと感じた。 

 2 月の渡仏時は、フランス北東部の「天使の谷」、ヴァレ・デ・ザンジュと呼ばれる所を

訪れました。アンジュ (天使) で終わる地名が多い土地なので「天使の谷」です。そこの

フロランジュという、かつては欧州最大の製鉄所だったが 2011 年に閉鎖された製鉄所に行

きました。2800 人が失業し、かなりの労働争議の後に全員が再就職を果たしたということ

でしたが、現地は非常にさびれていました。米国にラストベルト（Rust Belt）という錆び

ついた地域がありますが、そこと感じが似ている。昔は栄えていたが今は基幹産業がなく

なって、人がいなくなっている。そのフロランジュの所にアイアンジュという、やはりア

ンジュで終わる名前の町があります。アイアンジュは 2014 年に国民戦線の市長を出した町

です。ここでも、社会の亀裂が典型的に出ていると感じました。日本でも見られる地方都

市のシャッター街の見捨てられた感じ。米国のラストベルトもそうですが、アイアンジュ

は金曜の夕方だというのにがらんとしていて、誰もいない。貧乏とか生活に困っていると

いうのではなく、中央から見捨てられている感じ。現地の労働組合の代表だったという人

にも話を聞きましたが、やはり、お金の問題ではなく、放っておかれる屈辱感、都市と地

方の格差のようなものがあるのではないか、ということでした。 
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 そこでも亀裂を感じたのですが、そういった亀裂につけ込んでいるのが現在のポピュリ

ズムであり、フランスの場合はルペン氏ではないか。今回の大統領選は最終的にマクロン

氏とルペン氏の決選になり、ある種、亀裂の上下の対立になりました。 

 マクロン氏の勝利は非常に幸いなことで、ルペン氏だったら EU が崩壊するかどうかはと

もかく、カタストロフになったことは間違いありません。また、昨年の Brexit、米トラン

プ政権誕生と続いたポピュリズムの流れを止められたという点でも、フランス大統領選は

意味のある、喜ばしいことだと思いました。 

 しかし、大統領選後、パリのインテリと話してみると、マクロン氏よりもメランション

氏がよかったという人が結構いたのです。日本でも結構いた。どうも、マクロン氏の勝利

をポピュリズムの流れを止めた、亀裂に乗じて台頭しようとした勢力を抑えられたと捉え

ていない。マクロン氏と違う選択肢があったのではないか、と考える人がかなり存在する。

意外に思ったので、御三方にそれぞれ短い質問をします。 

１．レニエ氏に対して。アンチ・システム、ディスィダンスを選んだ人々の中には、いわ

ゆる右と左がある。具体的にはルペン支持派とメランション支持派だが、この２つのポピ

ュリズムは同じなのか、違うのか。違いと同一性をどう受け止めたらいいのか。 

２．ルケンヌ氏に対して。今後、EU を独仏の緊密な関係が主導していく時、現在フランス

国内にある反 EUの意識はどうなるのか。変わっていくのか、それとも欧州統合のブレーキ

であり続けるのか。 

３．ボニファス氏に対して。ゴーロ＝ミッテラニィスムは非常に興味深い概念だが、これ

はアトランティストから見るとナショナリズムの一種に見え、逆にフランスのナショナリ

ストから見るとグローバルな発想に映るのではないか。こうした両面性を持つゴーロ＝ミ

ッテラニィスムをマクロン氏が続けていくと、フランスのナショナリズムはどういう反応

を取るのか、またゴーロ＝ミッテラニスムとどう関係していくのか。フランスにはルペン

氏のような右翼ナショナリズムだけでなく、シュベヌマン、あるいは国民戦線に加わって

いる一部にも、かなり左派的な傾向の強いナショナリズムがある。そういったものとの関

係はどうなっていくのか。 

 





・



108

シンポジウム及びその他のイベント
同時通訳付き講演会「EU の現状と日・EU の関係」

そ
の
他
の
イ
ベ
ン
ト

同時通訳付き講演会「EU の現状と日・EU 関係」 

 

講演者：ファビアン・フィエスキ（駐日欧州連合代表部公使参事官 政治部部長） 

実施日：2018 年 1 月 19 日 

会場：東京外国語大学 研究講義棟 101 教室 

 

2017 年度卒業記念同時講演会を終えて 

 2018 年 1 月 19 日、本学研究講義棟 101 教室にて今年度最後となる卒業記念同時通訳講演

会を開催いたしました。 

 本講演会では駐日欧州連合代表部のファビアン・フィエスキ氏をお招きし、「EUの現状と

日・EU 関係」という演題でご講演いただきました。フィエスキ氏は駐日欧州連合代表部で

公使参事官兼政治部部長を務めていらっしゃいます。フランス外務省での勤務経験を経て、

2015 年から現在の職に就かれました。また、フィエスキ氏は学生時代の日本への留学経験

に加え、母国フランスの大学で日本語の授業を受け持ったご経験もある等、日本の事情に

精通していらっしゃいます。そんな対日関係のエキスパートともいえるフィエスキ氏に EU

の現状と近年深まりつつある日・EU 関係について詳細なお話を聞くことができ、講演会は

大盛況となりました。 

ご講演の内容としましては、まず昨年ローマ条約調印 60 周年を迎えた EU が現在直面して

いる問題にどう対処していくのかについて、世界からの関心が高い移民・難民問題と英国

の EU 離脱問題を例に挙げてお話しくださいました。次に、世界における EU の活動につい

て、特に EU のグローバル戦略について教えていただきました。最後に、昨年 EPA および SPA
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交渉において大枠合意が達成された日・EU 関係について詳しくご説明くださいました。フ

ィエスキ氏のご講演を聞き、平和と協調を重んじる EUの理念に共感するとともに、幅広い

分野で協力体制が築かれている日・EU 間の関係の深さに感激いたしました。さまざまな分

野で共通の考えを持つ日本とEUの関係が今後益々発展していくことを心より願っておりま

す。 

 本講演会の開催にあたり、多くの方のご支援をいただきました。まず、駐日欧州連合代

表部広報部学術協力担当のリチャード・ケルナー様には 4 か月にわたる折衝で大変お世話

になりました。この場を借りて改めて感謝申し上げます。 

 また、本講演会にご協賛いただいた NHK 国際研修室の皆様に加え、東京外国語大学国際

関係研究所の皆様に心より御礼申し上げます。 

  

そして、今年度の修士二年生が三人という少人数であるにもかかわらず、本講演会を成

功裏に終えられたのは事前準備や当日の運営にご協力くださった修士一年生および鶴田先

生の学部ゼミ生の皆様のおかげです。本当にありがとうございました 

 最後に忘れてはならないのが、今日まで熱心にご指導くださった鶴田先生、内藤先生、

新崎先生、田村先生、石黒先生、河原先生、光藤先生、ハートレー先生、ジュリア先生を

始めとする沢山の先生方です。先生方の親身なアドバイスや励ましのおかげで、修士二年

生一同大きく成長することができました。先生方には感謝してもしきれません。 

 本講演会にご来場いただいた皆様、誠にありがとうございました。来年度も新修士二年

生が皆様にさらに楽しんでいただけるような講演会を開催いたしますので、ぜひお誘いあ

わせの上ご来場いただければ幸いです。 
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2018 年 1月 24 日 

英語通訳翻訳実践プログラム 修士二年 

野田和花 
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【国際関係研究所定期刊行物紹介】 

『国際関係論叢』第七巻第二号（平成 30年 11月 30日発行） 
■鈴木 美弥子「責任能力のない精神障害者の近親者の責任について」 
■洪 性旭「日本社会における難民受け入れの論点―日韓比較の可能性」 

『国際関係論叢』第七巻第一号（平成 30年 4月 27日発行） 
■倉石 一郎「革新主義期改革者における「北部黒人問題」認識と教育―ニューヨーク市公教育協
会刊行『本市における黒人学童』（1915）再論―」 

『国際関係論叢』第六巻第二号（平成 29年 9月 29日発行） 
■篠田 英朗「アフリカ諸国による国際刑事裁判所 (International Criminal Court: ICC)脱退の動
きの国際秩序論の視点からの検討」 
■洪 性旭「日本社会におけるソーシャルビジネス理念型の構築にむけて：国際的な議論の現状と
日本における含意」 

『国際関係論叢』第六巻第一号（平成 29年 7月 31日発行） 
■鈴木 美弥子「責任能力のない未成年者の親権者の監督義務者責任について」  

『国際関係論叢』第五巻第一・二号（平成 28年 7月 31日発行） 
■Kumiko Uno and Teppei Nagai, “Literacy Development through Early Childhood 
Development Program in India” 
■鈴木 美弥子「ドイツにおける不動産売買と瑕疵担保責任」  

『国際関係論叢』第四巻第二号（平成 27年 7月 31日発行） 
■松隈 潤「国際社会における武力行使禁止原則の変容（三・完）」 
■若松 邦弘「支持の地位的拡大と多様性―地方議会における連合王国独立党（UKIP）の伸長―」  

『国際関係論叢』第四巻第一号（平成 27年 1月 31日発行） 
■Kumiko Uno and Teppei Nagai, “The Effect of Early Childhood Development in South 
Asia” 
■Hideaki Shinoda, “Human Rights, Democracy and Peace in International 
Constitutionalism of Universal International Society” 

『国際関係論叢』第三巻第二号（平成 26年 7月 31日発行） 
■松隈 潤「国際人権法の課題―拷問等禁止条約と日本―」 
■Kanami Ishibashi, "The Critical Implications from the Past:The Relationship between 
the ROK and Japan and the Effectiveness of the Policies including its Original Economic 
Sanctions against the DPRK” 
■若松 邦弘「イギリスにおける都市政策のアジェンダ変化―自由主義レジームにおける社民主義
政権の改革とジレンマー」 
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『国際関係論叢』第三巻第一号（平成 26年 1月 31日発行） 
■Kimiko Uno and Sho Sakuma, “Foreign Direct Investment into the Western Balkans: 
The Statistical Analysis of Determinants in Bilateral Investment” 
■渡邊 啓貴「フランスにおける欧州統合の国内化と「EUアイデンティティ」―リスボン条約成立
に向けたフランスの貢献とその背景―」 

『国際関係論叢』第二巻第二号（平成 25年 7月 31日発行） 
■倉石 一郎「爆発的拡大のための雌伏―米国ビジティング・ティーチャーの大恐慌時代―」 
■梅村 裕子「今岡十一郎の活動を通して観る日本・ハンガリー外交関係の変遷」  
■若松 邦弘「自由主義右派の政党組織化―連合王国独立党（UKIP）の展開と政党政治上の意味―」 
■[書評] Sayaka Funada-Classen, "Fukushima, ProSAVANA and Ruth First: Examining 
Natália Fingermann’s “Myths behind the ProSAVANA”" 

『国際関係論叢』第二巻第一号（平成 25年 1月 31日発行） 
■Akito Okada, "The Historical Transformation of the Concept of Equality of Educational 
Opportunity in Post-war England and Japan" 
■Kimiko Uno and Sumire Kobayashi, "The Effect to the Economic Growth by Labor 
Migration: From the Viewpoint of the Stock of the Human Capital" 

『国際関係論叢』第一巻第二号（平成 24年 9月 28日発行） 
■渡邊 啓貴「2012年フランス大統領選挙の分析―新しいスタイルの大統領サルコジの敗因とオラ
ンドの戦略―」  
■Kimiko Uno and Sumire Kobayashi, "The Contribution to Economic Growth by Human 
Capital: The Comparison among BRICs"  
■若松 邦弘「二〇〇〇年代初めの西欧政治における政策志向性の変化―移民・難民の社会統合を
めぐる政策論争―」  

『国際関係論叢』第一巻第一号（平成 24年 3月 30日発行） 
■Kimiko Uno, "Poverty Ratios in Asia and Sub-Sahara Africa based on Logit Models"  
■松隈 潤「国際法と「人間の安全保障」」  
■若松 邦弘「改革の制度的矛盾と政治問題への展開―イングランドにおける交付金制度改革の執
行過程―」  

 

※当研究所ホームページ（http://www.tufs.ac.jp/common/fs/iir/publications.html）より、収録論文

の電子資料（PDF）をご覧いただけます。 
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東京外国語大学 国際関係研究所 

Tokyo University of Foreign Studies Institute of International Relations 
 

■所長 

鈴木 義一（SUZUKI, Yoshikazu） ：現代ロシア地域研究、経済史、 

比較経済体制論 

 

■所員（以下五十音順） 

青山 弘之（AOYAMA, Hiroyuki） 

伊勢崎 賢治（ISEZAKI, Kenji） 

内山 直子（UCHIYAMA, Naoko） 

岡田 昭人（OKADA, Akito） 

蒲生 慶一（GAMOU, Keiichi） 

坂井 真紀子（SAKAI, Makiko） 

 

澤田 ゆかり（SAWADA, Yukari） 

篠田 英朗（SHINODA, Hideaki） 

鈴木 茂（SUZUKI, Shigeru） 

鈴木 美弥子（SUZUKI, Miyako） 

田島 陽一（TAJIMA, Yoichi） 

中山 裕美（NAKAYAMA, Yumi） 

丹羽 泉（NIWA, Izumi） 

春名 展生（HARUNA, Nobuo） 

洪 性旭（HONG, Sung Wook） 

松隈 潤（MATSUKUMA, Jun） 

松永 泰行（MATSUNAGA, Yasuyuki） 

宮田 敏之（MIYATA, Toshiyuki） 

 

若松 邦弘（WAKAMATSU, Kunihiro） 

渡辺 周（WATANABE, Shu） 

渡邊 啓貴（WATANABE, Hirotaka） 

：現代東アラブ政治、思想、歴史 

：国際関係論 

：経済政策、地域研究 

：比較・国際教育学 

：経済政策、理論経済学 

：開発社会学、仏語圏アフリカ、 

東アフリカの農村開発、モラルエコノミー 

：中国地域研究 

：平和構築 

：歴史学、ブラジル史、ラテンアメリカ研究 

：民事法学 

：経済政策、国際関係論 

：国際関係論、国際協調論、移民・難民研究 

：韓国・朝鮮地域研究、宗教社会学 

：国際政治学、日本外交史 

：社会学、経済学、社会政策論 

：国際法学 

：政治学、国際関係論、イラン政治 

：タイ経済研究、東南アジア経済研究、 

タイ社会経済史 

：比較政治・西欧政治 

：経営学 

：国際関係論 

 ＊掲載情報は、2018年12月1日時点のものです。 
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編集後記 

 
国際関係研究所2017年度年間活動報告書『現代世界の諸相』をお届けする。本年は、3

回の連続講演会シリーズ「現代世界と国際関係」、6回の研究所主催の研究会、3回のシンポ

ジウム等のイベント、13回のリレー講義「アジア共同体を考える」を開催した。今年度も、

本学教員に加え、多彩な専門分野の学外講師に数多くご講演頂いた。世界の現状、国際社

会における日本の位置づけ、そして世界から見た日本はどのようなものかなど、地域研究

を基盤としつつ国際関係論をはじめとする社会科学諸分野研究が特徴の当研究所にふさわ

しい内容となったと言える。 
今回の成果は、それぞれの分野で活躍している研究所員の力量と、当研究所の活動全体

を率いる鈴木義一所長ならびに宮田敏之副所長のイニシアティブの賜物と感謝している。

また、本報告書刊行にあたっては、事務局の前田牧子氏（国際関係研究所）及び道日娜（ド

リナ）氏（本学大学院博士後期課程）の労力にすべてを負っていることをここに確認し、

心からの謝意を示したいと思う。 
 

＊東京外国語大学国際関係研究所 年間活動報告書 
http://www.tufs.ac.jp/common/fs/iir/publications.html#nenpou 
 
                    『現代世界の諸相』 編集委員長 丹羽 泉 
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